
全日教連 
中央情勢報告 

 
小・中学校 1,350校で 1,701人の教師不足 

＜ 「教師不足」に関する実態調査 ＞ 
 

令和４年１月31日、文部科学省は「『教師不足』に関する実態調査」の結果を公表した。本調査は、臨時的任用
教員等の確保ができず学校へ配置する教師の数に欠員が生じる「教師不足」に関して、年度当初における全国的な
実態を把握するために実施したもので、令和３年５月１日の時点で 1,350校の小・中学校において 1,701人の欠員
が生じる等、全国的な「教師不足」の現状が明らかとなった。 
 
 調査結果の概要（文部科学省資料より抜粋）  
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令和４年２月 16日 

義務教育費国庫負担金に係る教職員数の算定基準日である５月１日の時点でこれだけの不足が生じている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 本調査結果から、現在の学校現場が臨時的任用教員によって支えられていること、そして、全国の学校で欠員が
生じたまま新学期がスタートしていたことが分かった。欠員に対応するために、本来担任ではない職務の教師が学
級担任を代替している状況もあり、早期に解決を図っていく必要がある。 
現在、文部科学省においても、「教師不足」に直結する志願倍率の低下に歯止めを掛けるべく、学校における働

き方改革の推進等により勤務環境の改善を含めた教職の魅力向上策を実施するとともに、中央教育審議会で、教師
の養成・採用・研修に関する検討が進められている。加えて、人材確保という視点から、特別免許状制度の改善や
教員資格認定試験の見直し等、社会人等の登用促進の議論もある。 
全日教連は、これらの施策や審議に加え、教師の人材確保には処遇改善が必要であるという学校現場の声を届け

るため、これまでの中央要請行動において、教職調整額の見直しを含めた教師の処遇改善を強く訴えてきた。学校
事務職員や管理職員の業務も増えていることから、来年度も引き続き、国会議員や関係省庁に対して、教職員の処
遇改善を強く要望していく。 

※ 各都道府県における教師不足の状況等、本資料についての詳細は、下記URLまたは

右記QRコードから御確認いただけます。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/mext_00003.html 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/mext_00003.html

